チャランケ通信　第100号　2015年2月13日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　100号発刊、ご支援に感謝、今後は随時発行に切り替えたい
早いもので、この通信も今回で100号となった。思えば、2012年12月の解散・総選挙で民主党政権が崩壊してしまったわけで、内閣官房参与と言う職を辞すことは当然のことであった。ただ、参議院議員を辞めて2年半近く、内閣官房参与として社会保障・税一体改革を担当しながらも、もう一つ燃焼しきれないまま、中央での仕事に対する能力の限界を感じていただけに、一切の公私の仕事から手を引いて生活の基本を札幌に据え、あれから2年余過ぎ今日に至っている。まことに時間の経つのは早いものではある。
　この間、毎週1回を原則に、このチャランケ通信を発刊してきたのだが、毎週定期的に1回、きちんと出し続けていくことがやや重荷になり始めてきており、今後は気の向いたときに随時発刊していくことにしたい。やはり、政治の動きが気になるし、アベノミクスなるものも警戒しなければならないわけだが、自分にとっては税制問題の動きが一番の関心事項になる。引き続き税制・財政問題に重点を置いて、自分なりの見解を打ち出していきたい。今後ともよろしくお願いしたい。
　2月8日「民間税制調査会」発足へ、パネリストとして参加へ
　実は、2月8日日曜日、「民間税制調査会」なる組織の立ち上げを記念して、青山学院大学でシンポジウムが開催され、パネリストの一人として参加した。というのも、この民間税制調査会の立ち上げに向けて、中心となってくださった三木義一青山学院大学教授や志賀桜弁護士等とともに、やや2年前くらいから私自身も参加して準備を進めてきたもので、ようやく発足にこぎ着けることができたのだ。
シンポジウムの前に、水野和夫日大教授から基調講演として「資本主義の終焉と歴史の危機」という題で、現代資本主義の問題点の指摘をうけ、次いで三木義一教授から「主権者として税制を決めよう」と題して、問題提起を受け、パネルディスカッションに入った。志賀桜弁護士、田中秀明明治大学教授に続いて小生からは、平成27年度政府税制改正の中身について問題点を指摘することになっていた。
ピケティ教授『21世紀の資本』は「再分配政策の政治経済学」だ
政府の税制改正の検討した中身に入る前に、今一番の話題となっているピケティ教授の『21世紀の資本』について、「税制改正はもちろん、経済学の潮流を変えるかもしれない。一言で言えば、『再分配政策の政治経済学』であり、主流派の経済学への実証を伴ったまことに鋭い挑戦だったのではないか」と指摘させていただいた。その意味は、今の主流派と言われている経済学の方たちは、「分配問題」については分析をしないで、格差問題については経済成長すれば解消されていくと考えており、経済成長こそが総ての解決に繋がるのだ、と考えている。
その点は、ピケティ教授が継承したクズネッツのＵ字カーブが1970年頃までの高度経済成長していたころまでしか取り上げておらず、その後の格差の拡大が進んできた歴史が取り上げられていない点に、ピケティ教授が鋭く問題を指摘しているわけで、分配問題を正面から取り上げた点はスティグリッツやクルーグマンといったリベラルな経済学者も大きく評価している。
　格差問題に見て見ぬふりをする新自由主義に立脚する経済学
こうした分配問題に挑戦することについて、シカゴ大学のルーカス教授などは「分配問題には取り組むべきではない」として、現実の分配を是認したうえで、どうしたら希少な資源を効率よく配分できるのか、に分析の対象を絞り込んでいる。つまり、格差問題には見て見ぬふりをするか、せいぜい教育・訓練を強化していくことで能力アップを図り、格差の解消に力を入れていけば良い、という事を指摘するくらいであろう。税や社会保障・教育を通じた再分配政策を重視していく姿勢は、残念ながら出てこないのだ。
　この点は、実は安倍政権の今回の税制改正の中心となっている法人税の引き下げ問題につながるものと考えている。というのは、成長こそ格差を解消できる一番の解決策であり、そのためには成長の牽引者である企業＝法人の税負担を軽くして行く必要がある。そこで法人の利益が増大すれば、経営者だけでなく、そこで働く労働者にも分け前が零れ落ちてくるというトリクルダウンの考え方に立っているのだ。
　トリクルダウン効果は起きないことを税務統計から実証へ
　ピケティ教授が指摘しているのは、そうした法人税の引き下げによって企業の利潤を拡大したとしても、アメリカにおいて典型的に表れているように、一部の特権的なスーパーCEOの報酬の拡大にのみ繋がって行くわけで、労働者には分け前は与れないことを先進国の税務統計から実証しているのだ。

　このピケティ教授は、経済学の主流となっている数式を駆使した難解な解説に対して批判的で、大変わかりやすい経済データ分析をされているのだが、それ以上にPolitical Economy、つまり政治経済学の問題として分析されている。再分配をどのように進めていくのかは、政治がどのような社会を目指していくべきなのか、にかかっているわけで、その点でもこの『21世紀の資本』の与えた影響は大きいものがある。
　さすが伊東光晴名誉教授、「誤読・誤謬・エトセトラ」論文を『世界』3月号に寄稿、『21世紀の資本』鋭く問題点を指摘へ
　さて日本語での翻訳が出て1か月余りたったわけで、このピケティ教授の『21世紀の資本』に対する日本の様々な専門家の方たちの論評が出てきている。そうした中で一番出色だと思ったのは、伊東光晴京都大名誉教授である。月刊誌『世界』3月号の特集に『誤読・誤謬・エトセトラ』と題して寄稿されている。とくにcapitalを資本と読むのではなく、資産と捉えるべきであり、アメリカなどではマルクスの資本論を連想した誤読が広がったことを指摘し、この本は「理論の本ではなく歴史統計の上に立つ本」であり、理論的な発展やパラダイムの転換を図ろうとしているものではないのだ、と冷静に見ておられる。さらに、ピケティ教授の「資本主義の第一法則」であるα=r×βなるものの誤りを指摘される。左辺αである国民所得中の資本からの所得と、右辺である資産から手にする収入で、両者の含まれる範囲の違いを指摘されている。ただ、この点の誤りは、ピケティ教授が指摘する富裕層の富の成長が国民の所得の増加率を上回るという結論には問題はないとされ、格差が拡大するという命題は支持をされているようだ。
　その他、成功報酬を含む重役報酬が労働報酬の格差の中でとらえられている問題など、多岐にわたる理論的な問題点を指摘されており、さすがに日本におけるケインジャン未だに健在なり、と言うべきところだろうか。

　世襲財産の増大へ、「累進性を持った相続税と均等相続の組み合わせ」の提案、地価税や固定資産税の改革は出来ないのか
　最後に、この本の最大の命題であるr>gについて、(rは資産からの収益率、gは国民所得の成長率)を「資本主義の中心的矛盾」としているが、これはただ単に世襲財産が減ることなく増大し続けることを意味しているにすぎない、と手厳しい。ただ、提案されている解決策はなかなか重たいものがあり、国際的に統一された累進富裕税は実現可能性が問題だとされ、伊東名誉教授は解決できる方策として「累進性を持った相続税と均等相続の組み合わせ」を提起されている。ちょっと性格が違う問題なのかもしれないが、未実現の利益への課税問題として日本において90年代初頭に地価税が存在した。その評価をどうされているのか、聞いてみたいものだ。地価税は、今は凍結されているが、何時動き出しても良いように税率をゼロにしてある。さらには、固定資産税をどう改革していくのか、という事ともかかわってくる。

改革すべきは社会的不公正で、非正規雇用と課税の不公正是正を
　最後に伊東名誉教授は、次のように論文を締めくくられている。

　　「ピケティ教授の本は、確かにアメリカで大きな反響を呼んだ。しかし、それは経済理論の発展とは何の関係もない。経済政策上も影響はないものと思われる。残るものは、社会的公正は民主主義のもとで確保されねばならないという事である。わが国では、正規・非正規の雇用以外、課税の不公正------脱税だけでなく、合法的租税回避による不公正があり、それが国民所得に対する税の割合が低いにもかかわらず、租税負担感を強くしている。

　　正さねばならない不公正は多々ある。これを正すべきである。」(73ページ)

　最後は、やはり民主主義の問題であり、政治に大きな期待がかかってくるわけだ。

竹中平蔵教授は所得再分配に触れず、正社員の既得権こそ問題視
　こういう問題提起に対して、あの竹中平蔵氏はどのように評価しているのだろうか。週刊『ダイヤモンド』2月14日付の記事によれば、ピケティの『21世紀の資本』に対する評価は70点と高い。その理由は「今、世界が解決すべき重要な問題提起をした・・・。」からだそうだ。どうしたら良いのか、残念ながら所得再分配政策は提起されておらず、正規・非正規労働の問題の解決も日本での一部大企業の正社員が守られ過ぎているからだとされている。既得権益こそが問題なのだ、との事である。こういう視点で国の政策が決められていくとすれば、お先真っ暗ではなかろうか。
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